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特 別 委 員 会 調 査 報 告 

 

平成２８年 ２ 月２４日 

              薩摩川内市議会 

              川内原子力発電所対策調査特別委員会    

              委員長  森 永 靖 子 

 

Ⅰ 川内原子力発電所の安全対策に関する調査（視察調査について） 

 １ 調査日 

   平成２７年１１月１１日から１３日まで（３日間） 

 ２ 調査先 

  被災地障がい者支援センターふくしま（福島県郡山市）、原子力緊急時支

援・研修センター（茨城県ひたちなか市） 

３ 出席委員 

森永委員長、森満副委員長、川畑委員、杉薗委員、井上委員、今塩屋委員、

川添委員、福元委員、小田原委員 

４ 調査目的 

原子力災害時における障害者の支援状況、地方公共団体等への支援活動に

ついて調査を行うことにより、川内原子力発電所の安全対策の参考とする。 

５ 調査概要 

  ⑴ 原子力災害時における障害者の支援状況について（被災地障がい者支援 

   センターふくしま） 

  被災地障がい者支援センターふくしまは、東日本大震災直後の平成２３

年３月１９日に活動を開始し、同年４月６日に事務所を開設、正式に発足

した。当初は、被災地域の障害者関係事業所へ支援物資を届けることから

始まり、その後、福島県内の避難所を巡回し、障害者の要望把握と所在確

認といった活動を行っていた。 

  初期の支援活動においては、障害者がどこに避難したのか分からない状

態が続いたため、国や自治体に対し、障害者手帳保持者や要支援者の名簿

提供を求めたが、個人情報保護法が壁となり支援活動が思うように進まな

かったことから、名簿は必要な場合に備えてあらかじめ準備しておく必要

があるとのことであった。名簿登録に当たっては、積極的に申請する人が

少ないため、逆手上げ方式で名簿に登録しておくことが望ましく、また、

作成した名簿は防災会議等で提供する団体等をあらかじめ決めておくこと

が必要であり、防災会議には障害者団体の代表者も構成員に含めておくべ

きとのことであった。 

  避難所には、体育館等が指定されているが、入口の段差、トイレ等は障

害者にも配慮したユニバーサルデザインに改修する必要があり、また、知

的障害者やその家族が他の避難者に気を遣わずに避難生活を送れるよう教
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室の開放についても考慮すべきであるとの説明を受けた。 

  ⑵ 原子力緊急時における支援活動について（原子力緊急時支援・研修セン

ター） 

   原子力緊急時支援・研修センターは、国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構が運営しており、災害対策基本法及び武力攻撃事態対処法に基づ

き、原子力災害時の対応に当たる国、地方公共団体、警察、消防などに対

して人的・技術的支援を行う指定公共機関である。 

   平常時は、地方公共団体、警察、消防等に対して研修・訓練の実施、情

報システムにおけるデータベースの構築や防災資機材の整備等を行ってい

る。 

緊急時には、プラントの状況把握が最重要となり、併せてＰＡＺ内にお

ける避難の判断や初動が重要となることから、同センターはこれらの支援

を行う役割を担うこととなる。具体的には、オフサイトセンターに設置さ

れる原子力災害合同対策協議会に対し、技術的助言や情報提供、防災活動

を効果的に進めるために専門家や防災要員の派遣、防災資機材の提供、緊

急時モニタリングへの支援等を行うとの説明を受けた。 

また、特殊資機材等を用いた緊急時活動として、救護所において移動式

体表面測定車や移動式全身カウンタ車による身体汚染測定のほか、現場指

揮車やモニタリング車の現地派遣が行われるが、現に福島第一原子力発電

所の事故の際にはこれらの活動が行われたとのことであった。 

６ 所感 

 ⑴ 原子力災害時における障害者など要支援者への対応は、行政の支援なく

して成り立たないことから、福祉避難所の設置など日頃から関係機関と対

策を十分協議しておく必要がある。 

  ⑵ 障害者の避難計画は、障害の種類や程度に応じた計画であることが望ま

れるため、各障害者施設が計画を策定する場合は、実態に即した計画づく

りができるような支援に取り組む必要がある。 

 ⑶ 国の機関における緊急時の対策や防災資機材の整備は確認できたが、万

が一の事態に備えて平常時から研修や訓練を実施し、得られた知見や支援

対策は市民にも周知しておくことが大切である。 

Ⅱ 川内原子力発電所の安全対策に関する調査（平成２７年度原子力防災訓練に

ついて） 

 １ 委員会の開催日 

平成２７年１２月１４日、２０日（現地視察）、平成２８年２月１０日 

（３日間） 

 ２ 調査概要 

⑴ 平成２７年１２月１４日、委員会を開催し、当局から、同月２０日に、 

国、地方自治体、事業者等が共同して総合的な原子力防災訓練を実施する 

旨の報告があった。訓練は、震度６強の地震により川内原子力発電所２号 
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機に係る外部電源が喪失。その後、非常用電源も故障し、全交流電源が喪 

失することにより全面緊急事態となる等の想定で行われ、事象の進展に伴 

い、ＰＡＺ内では福祉施設入所者や在宅の要配慮者、市民の避難訓練等を、

また、ＵＰＺ内では空間放射線量率の状況を踏まえて避難先を調整する 

「原子力防災・避難施設等調整システム」により、計画上の避難先である 

湧水町から鹿児島市へ避難先を変更して、陽成、高来、城上地区の市民の 

避難訓練等を行う予定であるとの説明を受けた。 

調査の過程において、要配慮者の避難については、福祉施設任せにした

訓練ではなく、福祉施設を含めた地域の取組として要配慮者を避難させる

訓練も今後の課題として検討されたい旨の意見が述べられた。 

  ⑵ 平成２７年１２月２０日、原子力防災訓練の現地視察を行い、市内福祉

施設での九州電力㈱の福祉車両による入所者の搬送訓練や、屋内退避施設

でのエアテント展開運用訓練等を確認するとともに、鹿児島市立河頭中学

校において、原子力防災・避難等調整システムを活用したＵＰＺ内市民の

避難訓練の状況や避難退域時検査・緊急被ばく医療訓練等の実施状況を確

認した。 

  ⑶ 本年２月１０日、委員会を開催し、当局から、原子力防災訓練に参加し 

た機関及び人員（１５０機関から約３，６００人、うち市民４７３人）、 

鹿児島県訓練実施結果検討会において出された意見、今後の課題、内閣府 

審議官のコメント等のほか、訓練終了後に行った地区コミュニティ協議会 

及び避難訓練参加者を対象としたアンケート調査結果について報告を受け 

た。 

調査の過程において、原子力防災においては、防災情報が迅速かつ的確

に伝わることが最も重要であることから、避難に影響を及ぼすことのない

よう防災情報の提供の在り方について、十分に検討されたい旨の意見が述

べられた。 

 


